
 

 

 

は  じ  め  に 

 
高齢化社会とは、65 歳以上の者の割合が全人口の７％を超える社会であるといわれ

ます。  
わが国においては、人口構造の急速な高齢化が進展しており、1970 年にその割合が

７％となって以来、2000 年には 17％、2010 年には少子高齢化がさらに進行して 22％と

なり、2050 年にはこれが 32％と超高齢社会を迎えるものと予測されています。  
事実、最近は街の中でも、買い物をする沢山の高齢者や歩行用杖・車椅子を利用し

ている高齢者を少なからず見受けるようになりました。  
こうした高齢社会の進展に伴い、今日、生きがいのある豊かな高齢社会の建設に向

けての様々な課題が各方面で提起されているところでもあります。  
国民の日常生活に密着したサービスを提供し、国民生活の質的向上にきわめて重

要な役割を担っている環境衛生関係営業にあっても、このような社会情勢の変化を踏ま

え、高齢消費者の多様なニーズに即応して、高齢者の生きがいを高めるための新たな

サービスの開発等に積極的に取り組むなど、高齢社会への具体的貢献による高齢者

福祉を果たしながら、業界の活性化と新たなる発展を図っていくことが必要であろうと思

います。  
折しもこのたび、要介護高齢者の生活の質的向上に資するための理美容サービスを

業界全体で推進する態勢とあり方を検討するという目的で、当全国環境衛生営業指導

センターが、厚生省老人保健福祉局の「老人保健健康増進等事業補助金」による助

成を受け、愛知・岡山両県の環境衛生営業指導センター並びに両県の理容・美容業

環境衛生同業組合の協力を得て、福祉施設及び在宅の要介護高齢者を対象にモデ

ル的に訪問理美容事業を実施いたしました。  
この報告書は、「訪問理美容福祉モデル事業」として取り組んだ結果に基づき、その

成果とともに今後の普及推進に際しての諸問題、諸課題等についてとりまとめたもので

あります。  
当指導センターにとりましては、初めての取り組みであり、また限られた期間での事業

でありましたが、  
①  利用者の大多数は、「2 カ月以内」のサイクルでの訪問による理美容サービスを

希望しており、「毎月」という希望も施設入所の利用者を中心に少なくないこと  
②  理美容サービスは、利用者のＱＯＬの向上ということのみならず、情緒、自立心を

高めて自律神経活動の賦活を促し、社会性回復を図るうえできわめて有効である

こと  
③  訪問理美容の継続的かつ効果的実施には、実施体制の構築や行政による助

成措置、合理的な料金体系、事故の補償制度等今後検討を要する問題や課題

が少なからずあること  



 

 

等様々な事柄が明らかになりました。  
環境衛生関係営業における高齢者福祉、地域貢献策としては、既に、例えば旅館

業界のシルバースター制度、公衆浴場業界の福祉入浴援助事業や理・美容業界での

ボランティア等による福祉理・美容等の取り組みが行われてはおりますが、4 月 1 日から

スタートした「介護保険制度」に象徴されるような”福祉の産業化”という社会情勢の中で、

環衛業界としては、今後、こうした取り組みを市場開拓の新たなビジネスチャンスとしてど

のように組み立て、推進していくのかということは重要な課題であろうかと思います。  
この報告書が、高齢者福祉にかかる行政上の今後の諸施策や理容・美容業界にお

ける福祉とビジネスの調和を図った訪問理・美容業の推進に道筋をつけるものとして有

効に活用され、高齢者の生きがいを高めるための制度的枠組みの改善・充実、また、理

容・美容業界の福祉貢献策のガイドラインとなって業界の振興・発展の一助となることを

期待するものであります。  
なお、本事業の実施に当たり、種々ご指導を賜りました当指導センター企画委員会

の委員各位をはじめ、報告書の執筆をご担当いただきました作業部会委員各位並びに

短期間での訪問理美容事業の円滑な実施に多大なご協力をいただきました愛知県・

岡山県指導センターの実施委員会の委員各位、また愛知・岡山両県指導センター及

び理容・美容業環境衛生同業組合等関係各位に対し、心から感謝を申し上げる次第

であります。  
 
 
 
 

平成 12 年 3 月  
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